
北陸プラントサービス株式会社 （単位：　円）

10,464,638,830 3,713,929,874

463,319,220 2,281,336,308

15,755,000 154,355,323

3,247,410,270 83,730,832

1,452,064,171 104,816,000

911,674 830,934,340

5,280,802,043 28,128,484

4,376,452 9,921,987

24,870,000

195,836,600

3,471,673,814 4,007,776,264

 有 形 固 定 資 産 1,831,990,745 4,001,642,264

1,668,749,877 6,134,000

95,348,518

43,796,453 7,721,706,138

22,025,897

2,070,000 6,214,606,506

 無 形 固 定 資 産 3,899,996 95,000,000

3,332,640 6,119,606,506

567,356 利 益 準 備 金 23,750,000

 投資その他の資産 1,635,783,073 その他利益剰余金 6,095,856,506

10,626,001 370,000,000

1,608,641,524 5,725,856,506

20,250,548

△ 3,735,000 6,214,606,506

13,936,312,644 13,936,312,644

そ の 他

そ の 他

工 具 器 具 ・ 備 品

退 職 給 付 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債

建 物 ・ 構 築 物 役員退任慰労引当金

機 械 ・ 運 搬 具

純 資 産 合 計

資　産　合　計 負債・純資産合計

貸 倒 引 当 金

負　債　合　計

土 地 （純資産の部）

株 主 資 本

資 本 金

そ の 他

建 設 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

電 話 加 入 権

別 途 積 立 金

利 益 剰 余 金

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金 工 事 未 払 金

貸　借　対　照　表

２０２５年３月３１日現在

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

繰 延 税 金 資 産 繰越利益剰余金

受 取 手 形 未 払 金

完成 工 事 未収 入金 未 払 費 用

短 期 貸 付 金 預 り 金

工 事 損 失 引 当 金そ の 他

未 成 工 事 支 出 金 未 払 法 人 税 等

材 料 貯 蔵 品 未 成 工 事 受 入 金

工 事 補 償 引 当 金



北陸プラントサービス株式会社

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準および評価方法

①有価証券

　　市場価格のないその他有価証券のみで、移動平均法による原価法によっている。

②たな卸資産

　　未成工事支出金 ‥‥‥ 個別法による原価法によっている。

　　材料貯蔵品 ‥‥‥‥‥ 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

　　　　　　　　　　　　　に基づく簿価切下げの方法）によっている。

(2)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

    定率法によっている。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除

　く）ならびに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物については、定額

　法によっている。

②無形固定資産

　　定額法によっている。

(3)引当金の計上基準

①貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、特定の

　債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

②退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

　計上している。数理計算上の差異は、その発生事業年度の費用として処理している。

③役員退任慰労引当金

　　役員の退任慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

④工事損失引当金

　　受注した工事について総見積工事原価が請負金額を超える可能性が高く、かつ、その損

　失見込額が合理的に見積もることができる場合、その損失見込額を計上している。

⑤工事補償引当金

　　将来発生する補修費用に備えるため、当事業年度末における補修費用見込額を計上して

　いる。

⑥災害復旧費用引当金

　令和６年能登半島地震により被災した資産の復旧に要する費用に備えるため、当事業

年度末における見積額を計上している。

個　別　注　記　表

自２０２４年　４月　１日
至２０２５年　３月３１日



(4)収益および費用の計上基準

　　当社の主要な事業は、発電設備の建設および保守工事であり、工事請負契約に基づき

　工事成果物を引き渡す履行義務を負っている。当該契約は、一定の期間にわたり履行義

　務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識している。ただ

　し、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期

　間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足し

　た時点で収益を認識している。

２.株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式　9,500株

(2)当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　2024年６月27日　定時株主総会決議

　　　 ・配当金の総額
　　　 ・配当の原資 利益剰余金　

　　　 ・１株当たり配当額

　　　 ・基準日 2024年３月31日
　　　 ・効力発生日 2024年７月31日

(3) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　2025年６月開催予定の定時株主総会において決議予定
　　　 ・配当金の総額

　　　 ・配当の原資 利益剰余金　

　　　 ・１株当たり配当額
　　　 ・基準日 2025年３月31日

　　　 ・効力発生日 2025年７月31日

３.税効果会計に関する注記

(1)防衛特別法人税の適用による繰延税金資産の金額の修正

　2025年3月31日に「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が成立

し、2026年4月1日以後に開始する事業年度より防衛特別法人税が適用されることとなった。

　これに伴い、当期の繰延税金資産は、一時差異等の解消が見込まれる事業年度に対応し

た改正後の税率を基礎とした法定実効税率により計算している。

　この結果、繰延税金資産が33,234千円増加し、法人税等調整額（貸方）が同額増加して

いる。

(2)法人税および地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の処理

　当社は、法人税および地方法人税ならびに税効果会計の会計処理および開示について

は、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対

応報告第42号2021年8月12日）に従っている。

４.当期純損益

当期純利益 1,408,451千円

704,225,500円

74,129円

55,280円

525,160,000円


